資料２　会計監査人の再任に関する判断基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　１．作成の意図・目的

≪「会計監査人の再任に係る判断基準（例）」（以下、「判断基準」という。）作成の意図・目的≫

監査役会において会計監査人の再任・不再任の判断をするにあたり、あらかじめ一定の判断基準を策定し、担当監査役が当該基準に係る事項について調査を実施し、監査役会において、その調査結果をもとに当該基準に基づいた判断を行い再任を決議し、決算取締役会の前までに執行側に対する通知を行うというスケジュールが考えられる。
上記のスケジュール感から、判断基準については、決算期以前にあらかじめ決定しておくことが望ましいことから、本チームでは判断基準を構成する各項目について検討をしておくこととする。
判断基準の各項目としては、会計監査人の「監査品質」、「品質管理」、「独立性」、「総合的能力」、「監査実施の有効性及び効率性」等の具体的要素を列挙し会計監査人から提供される「会社計算規則第131条に基づく監査役等への通知事項」、「品質管理に関する書面」（注１）等の記載内容、及び期中の会計監査人とのコミュニケーション等から得られる情報があり、更に、「会計監査人の再任に係る判断基準（例）」表には直接的には含まれていないが、当期に係る会計監査人監査の相当性の確認も再任判断では重要であり（会計監査人監査の相当性についての監査調書（案）参照）、これらの内容をもとに、当該会計監査人が再任するに相応しいかどうかを判断すると考えられる。
再任判断にあたり、各社の実情に応じた判断基準や検証結果の参考並びに活用の一助として、ある企業の様式を基に、今回判断基準並びに検証結果の例について、以下のとおり作成した。

＜注記＞
（注１）会計監査人の再任に係る判断基準（例）の別紙とは、監査法人における当社の監査を担当する業務執行社員から、監査役（会）宛に提出される「会計監査人の職務の執行を適正に実施することを確保するための体制について」を指す。（以下「品質管理に関する書面」という。）
品質管理に関する書面は、監査法人内部で規定する品質管理規則を基に作成されている為、品質管理に関する書面及び品質管理規則を確認し、検証結果としている。なお、表中の〔別紙○．(○)〕は、記載例として付記している。
（注２）専門要員とは、監査法人内における社員及び社員以外の公認会計士の総称として用いられている言葉である。

≪「会計監査人監査の相当性についての監査調書（例）」作成の意図・目的≫の補足

「会計監査人監査の相当性についての監査調書（例）」は、社外監査役と会計監査人が監査役会で一堂に会することができないケースを想定し、会計監査人から社外監査役に監査の進捗状況を報告する場を設けている例示として作成した。


２．会計監査人の再任に係る判断基準（例）

会計監査人の再任に係る判断基準（例）

○○株式会社　監査役会
	判断基準
	検証結果
	適否

	１．監査品質並びに品質管理

	（１）監査業務の実施体制
	
	

	①監査業務の実施に関して、実効性のある品質管理システムを定め適切に整備・運用を行っていること
	監査の品質を合理的に確保するために日本公認会計士協会の監査基準に準拠した監査マニュアルを定め、リスクアプローチによる監査を実施している。また、監査業務の品質が保持されることを重視して運営を行っている。
	適

	②品質管理システムについて、監査実施者やその他の職員に対し周知徹底を行っていること
	品質管理担当責任者を定め、品質管理に関する方針及び手続を文書化し、専門要員に説明することにより周知徹底を行っている。
〔○○監査法人 品質管理規則第○条〕
	適

	（2）品質管理システムの監視体制
	
	

	①品質管理責任者に実効性のある検証を実施させ、十分かつ適切な権限を与えていること
	監査法人の品質管理責任者等については、次のように定め実施している。
・最終的な責任は理事長
・品質管理規則に係る業務を統括する機関は品質管理本部
・事務所及び個々の監査業務の品質管理の監視は内部監査室
・個々の品質管理に関する最終的な責任は監査責任者
〔別紙○．（○) 〕
	適

	②品質管理システムの監視に関する手続きを定めることとともに、適時のモリタニング実施や社員間の相互牽制等を通じて、品質管理システムの実効性を確保していること
	内部監査室が、日常的な監査及び定期的な実施状況の点検を行っている。
〔別紙○．（○) 〕
	適

	③品質管理システムの整備及び運用状況に係る実態把握を適切に行い、認められた問題を洗い出す検証体制を構築していること
	監視・レビューの結果発見された事項を評価し、是正措置を関係責任者、監査責任者に伝達する体制をとっている。
〔別紙○．（○） 〕
	適

	④審査会検査、品質管理レビューにより指摘された監査手続き上の不備を十分に考慮した上で、定期的な検証の対象業務を選定していること
	定期的な検証の対象業務(監査業務等)について、審査会検査、品質管理レビューにより指摘された事項は検証項目としている。
〔別紙○．(○)〕
	適

	⑤監査業務に係る監査実施者の不適切な行為、判断並びに意見表明、関連する法令に対する違反及び監査事務所の定める品質管理システムへの抵触に関して、監査事務所内外からもたらされる情報に対処するための方針及び手続きを定めていること
	当該事案がある場合内部監査室長宛に申立てることができる体制となっており、また、外部通報制度を導入している。
〔別紙○．（○) （○) 〕
	適

	（3）品質管理の責任体制
	
	

	①品質管理に関する明確な責任体制を定めていること
	監査法人の品質管理責任者は、次のように定め実施している。
・最終的な責任は理事長
・事務所及び個々の監査業務の品質管理の監視は内部監査室
・個々の品質管理に関する最終的な責任は監査責任者
〔別紙○．（○)〕　
	適

	②品質管理責任者には十分かつ適切な経験を有する者を明確に選任していること
	品質管理責任者には、品質管理システムを整備し、運用するための十分かつ適切な経験及び業務遂行能力を維持した者を選任し、品質管理上の問題を識別、理解して、適切な方針及び手続を定める体制としている。
〔○○監査法人 品質管理規則第○条〕
	適

	（4）品質管理の評価に対する体制
	
	

	①品質管理レビュー及び検査の受検により、重要な指摘事項もしくは改善命令・改善勧告があった場合の対応状況が適切であること
	日本公認会計士協会より品質管理レビュー報告書（平成○年○月○日付）及びフォローアップ・レビュー報告書（平成○年○月○日付）を受領している。
また、公認会計士・監査審査会より検査結果通知書（平成○年○月○日付）を受領している。
当該監査事務所における品質管理に関して、重要な指摘はない。
〔別紙○．(○) 〕
	適

	②日本公認会計士協会又は公認会計士・監査審査会から、監査の品質に関して求められている事項がないこと
	該当する事項はない。
〔別紙○．(○) 〕　
	適

	③「職務の遂行を適正に実施することを確保するための体制」に影響を及ぼす重要な事項がないこと
	該当する事項はない。
	適

	２．独立性及び職業倫理

	①職業倫理の遵守に関する方針及び手続きを定めていること
	日本会計士協会の倫理規則に準拠して、職業倫理及びその遵守に関する方針及び手続を定めている。
〔別紙○．（○) 〕　　
	適

	②独立性が適切に保持されるための方針及び手続きを定めていること
	法令及び日本公認会計士協会の倫理規則等に定められた独立性の原則を、遵守する方針及び手続を定めている。
〔別紙○．（○） ○〕
	適

	③独立性の保持が要求されるすべての構成員から、独立性の保持のための方針及び手続きの遵守に関する確認書を、少なくとも年一度入手していること
	独立性を確認する手続を実施しており、遵守に関する確認書を全社員職員から年1回入手している。
〔別紙○．（○） ○〕
	適

	④独立性の違反に関する方針及び手続きを定めていること
	専門要員に一定の該当事項が生じた場合には、所定の手続により懲戒がなされる規定になっており、また、独立性の保持のための方針及び手続に対する違反を識別した場合、これに対する適切な措置をとるための手続を定めている。
〔別紙○．（○）〕
	適

	⑤「非監査契約等」の締結に関する方針と手続きを定めており、また当社グループ会社と締結している、もしくは今後の締結の予定がある「非監査契約等」の内容が妥当なものであること
	当社グループ会社と締結もしくは今後締結の予定がある「非監査契約等｣は、現在のところ該当事項はない。
〔別紙○．（○） ○〕
	適

	⑥「業務執行社員」の長期間の関与に関する方針と手続きが定められており、「業務執行社員」のローテーションの管理が適切に行われていること

	監査責任者の連続関与期間は7会計期間（上場会社の筆頭監査責任者については最長5会計期間）と、内規により定めている。ローテーションの管理は適切になされている。
〔別紙○．（○） ○〕
	適

	⑦情報管理に係る責任者並びに情報管理に係る規定を定めていること
	情報セキュリティ基本方針を定めている。情報セキュリティの責任者は理事長であり、また、情報セキュリティ委員会を設置し情報セキュリティ責任を管理運用している。　　 〔別紙○．（○）〕
	適

	⑧当社株式の保有制限等、インサイダー取引の防止に関する方針並びに手続きを定めていること
	インサイダー取引を防止するための内部管理体制を整備しており、専門要員及び事務職員の上場株式等の売買は原則禁止している。
〔別紙○．(○)〕
	適

	３．総合的能力（職業的専門家としての専門性）

	①当社が所属する業界企業等での監査実績、又は同業界に対する知見があること
	監査責任者は、長年当社が所属する業界での監査に従事した実績があり、また、当該監査法人内の審査部又は審理室長として同業他社の監査業務の審査の経験がある。
	適

	②当社グループを継続的に監査するために必要な規模並びに組織体制であること
	監査チームは業務執行社員○名、公認会計士○名で構成されており、また、監査従事者は当社の監査に継続的に関与しており、規模、内容とも適正な人員体制である。
	適

	③本邦会計基準、国際会計基準及び本邦会計監査、国際会計監査等に係る調査研究体制を備えており、新たに採用される会計基準及び監査基準への対応が取れる体制が整備されていること
	国際ネットワーク○○○から情報提供を受けている。
本邦会計基準、会計監査に関して、当該監査法人審理室において調査研究体制を備えている。
ＩＦＲＳに関して、当該監査法人○○部で調査研究体制を備えている。
〔別紙○．(○)〕
	適

	④会計監査以外の専門家との連携体制があること
	[bookmark: _GoBack]専門的な見解の問い合わせを行う場合、当該監査法人が指定した外部専門家(弁護士等)を利用する体制である。
〔別紙○．(○)〕
	適

	⑤監査実施者の採用、教育、訓練、評価の体制が整備され適切に実施されていること
	次の体制により行っている。
・専門要員の採用に関する業務：人事部
・採用された専門要員の教育、研修に関する業務：研修部
・専門要員の評価：監査部長及び監査責任者
〔別紙○．(○)〕
	適

	⑥監査実施者の選任に関し、各監査実施者が業務実施のために確保できる時間や、職業的専門家としての基準及び法令等に対する理解、実務経験、判断能力等について考慮する体制となっていること
	監査チームの編成に際し、監査責任者については、その能力、経験及び独立性を考慮するとともに監査に十分な時間を確保できることを確認して理事会の決議をもって選任している。〔別紙○．(○)〕
専門要員の選任について検討すべき事項を定めている。
〔○○監査法人 品質管理規則第○○条〕
	適

	⑦監査調書の機密性、保管の安全性、情報の完全性、アクセス可能性及び検索の可能性を確保するための方針及び手続きを適切に整備運用していること
	監査調書の管理に関しては、機密性、保管の安全性等の合理的な確保に留意している。また、監査調書管理・保管規定を定めている。
〔別紙○．(○)〕
	適

	４．監査実施の有効性及び効率性

	①監査実施者は、監査調書の作成に際し、一般的に公正妥当と認められる監査の基準への準拠性、監査手続きの実施時期及び範囲、到達した結論等について必要かつ十分な記載を行っていること
	監査に必要な技法を監査マニュアル等として集積し、品質管理本部、品質管理部、審理室等からの情報発信等により専門要員に適時かつ的確に情報を伝達するとともに、適切な指示及び指導を行う体制を整備しており、監査調書の作成に関しては、必要かつ十分な記載を行う体制となっている。
〔別紙○．(○)〕
	適

	②監査実施者のリスクの識別・評価の過程における企業環境、グループ内部統制の整備・運用状況、不正リスクの要因等の理解が十分であること
	監査計画策定時に、企業環境、グループ内部統制の状況、不正リスク要因等の理解に関して検討しており、会計監査人の「監査計画」によって当社へ報告している。
	適

	③監査実施者が認識した重大リスクへの対応は適切であったと認められること
	「監査計画」において監査上の重要課題としている項目については、監査上も留意し対応しており、問題点等が発見された場合は適時に検討事項として監査役へ報告を行っている。
	適

	④「監査契約」に定める監査業務を適切に遂行するための能力と経験を有する監査実施者の確保の状況と監査チーム編成は適切なものとなっていること
	監査チームのメンバーの選任と必要とされる監督の程度の決定においては、以下の検討事項の例等検討すべき事項を定めており、下記の①～③に対応した監査チーム編成を行っている。
〔○○監査法人 品質管理規則第○○条〕
①業務の内容と複雑さの程度が類似した監査業務への従事、適切な訓練を通じて得られた監査業務の理解の程度及びこれらの実務経験
②職業的専門家としての基準及び適用される法令等に関する理解
③ITの知識及び会計又は監査の特定の領域を含む適切な専門的知識
	適

	⑤監査業務に係る審査に関する手続きを定めていること
	監査業務に係る審査に関する方針及び手続を定めており、レビュー・パートナーによる審査を実施している。
〔別紙○．(○)〕
	適

	⑥審査担当者は、監査チームが行った重要な判断や監査意見について、監査責任者との討議、監査調書の検討、監査意見の評価、財務諸表と監査報告書案の適切性の検討等を実施していること
	レビュー・パートナーの審査対象は、監査計画書、監査報告書、調査報告書等の当監査法人名で作成される監査又は証明に係る書類及び事前審査事項であり、レビュー・パートナーは、監査チームが行った重要な判断や監査意見を客観的に評価する体制となっている。
評価には以下の項目が含まれている。
・重要な事項についての監査責任者との協議
1  ・財務諸表等と監査報告書案の検討
2  ・監査チームが行った重要な判断とその結論に関する
3   監査調書の検討
4  ・監査意見の評価及び監査報告書案が適切であるか、
5   どうかの検討
〔別紙○．(○)〕
〔○○監査法人 品質管理規則第○○条○〕

	適

	⑦不正リスクへの対応の計画を適切に定めていること
	不正リスク対応基準が適用される監査業務における対応には、以下の項目を定めている。
・監督及び査閲
・専門的な見解の問合せ
・審査
・監査責任者全員の交代
〔別紙○．(○)〕
	適

	⑧財務諸表に係るグループの内部統制システムの監査計画は、適切であったと認められること
	「監査計画」において、内部統制の評価の方針及び実施時期について検討の結果、会社評価方法に特に問題は見られないとの報告が行われている。
	適

	⑨監査実施者間又は監査実施の責任者と監査業務に係る担当者等の間の相違を解決するために、必要な方針及び手続きを定めていること
	監査チーム内、監査チームと専門的な見解の問い合わせの助言者との間、又は監査責任者と審査委員又はＲＰとの間で監査上の判断の相違がある場合には、事前審査を受審する体制となっている。
〔別紙○．(○)〕　
	適

	⑩監査役との連携体制の確保するための協議事項を定めるとともに、積極的な情報交換や意見交換のための体制を整備していること
	「監査計画」の際に、監査上の重点項目等が提示されている。
監査役との連携に関しては、定期的に意見交換を行うとともに、要請に応じて面談による報告説明を行っている。
	適

	⑪内部統制部門及び子会社の監査役との連携の計画が適切であること
	当社の内部監査部門から、内部統制監査実施時に定期的に報告を受けるとともに、検討事項等について協議を行っている。
子会社監査役との連携に関しては、子会社往査を実施した際に、検討事項について面談又は文書で協議、確認を行っている。
	適


≪参考様式≫
「会計監査人監査の相当性についての監査調書（案）」／「再任決定通知書」（例）
※会計監査人を再任する場合の「会計監査人監査の相当性についての監査調書」及び「再任決定通知書」
について、ある企業の様式を事例として示す。
